
次世代育成支援対策推進法に基づく行動計画 

 

札幌日産自動車株式会社（以下「会社」という）は、次世代育成支援対策推進法に基づき、社員が仕事と子

育てを両立させることができ、社員全体が働きやすい環境をつくることによって、全ての社員がその能力を十

分に発揮できるようにするため、次のように行動計画を策定する。 

 

１．計画期間  ２０２３年 ４ 月 １ 日 ～ ２０２８年 ３ 月３１日（５年間） 

 

２．内  容 

目標１ 男性の子育て目的の休暇の取得促進 

 

   〈対策〉２０２３年 ４ 月～ 弊社就業規則において配偶者出産時の特別有給休暇は１日取得可能とな

っており、直近３年間では１４名が取得していることから、制度の周知

が向上してきていると思われる。更なる社内報等により更なる周知・啓

発を実施する。 

 

目標２ 男性が育児休業を取得しやすい環境作り 

 

   〈対策〉２０２３年 ４ 月～ 法改正により弊社就業規則においても、出生時育児休業規定を作成し、

社内周知し、子が出生された社員については、育児休業取得の意向確認

を行っているが、依然として長期間休業することに不安を感じる従業員

も多く、直近３年の利用者は０人であった。引き続き周りとの連携をと

りサポートしていくことで、取得しやすい環境を整える。 

 

目標３ 育児・介護休業法に基づく育児休業等、雇用保護法に基づく育児休業給付、労働基準

法に基づく産前産後休業など諸制度の周知 

 

   〈対策〉２０２３年 ４ 月～ 直近３年の育児休業および産前産後休暇の取得者は１２名おり、制度と

して定着したと判断できる。「介護休暇」の取得者も直近３年間では３名

いたものの、介護休業についてはまだ利用者がいないため、更なる周知・

啓発を行う。 

 

目標４ 年次有給休暇の取得率を２０２８年３月３１日までに５０％以上とする。 

 

   〈対策〉２０２３年 ４ 月～ ２０１９年４月より「年５日の年次有給休暇の確実な取得」が義務化さ

れたことにより、２０２０年の取得率は３７％であったものの、自発的

な取得も増えつつあり２０２１年は４１％、２０２２年は４５％と年々

増加し、目標を達成することが出来ている。引き続き社内報等の周知・

計画的付与を行い、取得しやすい環境作りを行うと共に取得率５０％以

上を目指す。 

 



年 度 男  子 女  子 合  計 

 付与 付与 消化日数 付与 付与 消化日数 付与 付与 消化日数 

 (繰越分) (当年分)  (繰越分) (当年分)  (繰越分) (当年分)  

2020 10,106 10,626 3,705 1,093 1,398 762 11,199 12,024 4,467 

2021 9,855 10,438 4,065 1,009 1,402 807 10,864 11,840 4,872 

2022 9,527 10,269 4,360 1,051 1,379 883 10,578 11,648 5,243 

 

 

目標５ インターンシップ等の就業体験機会の提供 

 

   〈対策〉２０２３年 ４ 月～ 営業職のインターンシップは、ホームページ等に掲載し、積極的に就業

体験の機会を増やしている。また、整備職においては学校の要請の元、

有資格者がお客様の安心を守り、お客様より感謝される仕事だというこ

とを伝えている。簡単な作業から始めて、充実した職業体験となるよう

努める。 


